
 

 

                          

                            

 

                            

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 検査報告掲記事項是正処理状況の報告について 

    昭和  44 年  8 月  2 日

    蔵 理 第 3303 号

改正 平成元年 4 月 1 日蔵理第 1668 号 

同 5年 12 月 28 日同 第 5037 号

令和元年 6 月 27 日財理第 2274 号

令和 2 年 12 月 23 日財理第 4154 号

         大蔵省理財局長から財務局長宛 

会計検査院の決算検査報告に掲記された不当事項（是正事項を含む。）で、管財関

係債権として、調査確認した債権について、毎年 7 月 31 日現在における過去１年間の

是正処理状況を別紙により作成の上、8 月 15 日までに提出されたい。 

別紙の作成に当たっては、電子ファイルにより作成を行うことができるものとする。

また、別紙の提出に当たっては、電子メール等の方法により行うことができるものと

し、当該方法により提出を行うときは、電子ファイルをもって行うものとする。 

なお、昭和 41 年 12 月 20 日付蔵国有第 2972 号「決算検査報告掲記事項で管財関係

債権として調査確認した債権の処理状況について」通達は廃止する。 



（別　紙）

検査報告掲記事項是正処理状況調書

　この調書（様式(1)～(3)）は、7月31日現在において、既往年度の検査報告に掲記された不当事項に関し、府省等又は団体
で行っている是正処理（検査報告作成後の事情により、是正処理の着手前又は処理遂行中に債権等の額の全部又は一部につい
て行った減額処理を含む。以下同じ。）について作成すること。
　ただし、前回までの調書において次の各号に該当するものとして記載したものについては、作成を要しないものとするが、
直近の検査報告掲記事項については、次の各号に該当するものがあっても作成すること。
　①　是正処理が完結したもの
　②　事案の性質上指摘金額の全額について是正の方途がないと認められるもの
　③　事案の性質上指摘金額の一部について是正の方途がないと認められるもので、当該金額を除く全額について是正処理を
　　　了したもの



  
  

関係者以外への提供・

様式(1)　是正処理済額等集計表 持出し・個人保有禁止。

府省等又は団体名
複写は必要最小限。

（単位：円）

府省等
又は

団体名

検査報告の掲記状況

指摘金額
（Ａ）

（Ａ）のうち
是正の方途
がないもの

（Ｂ）

是正処理対象 是正処理状況 是正処理未済状況

今後行うべき
是正処理の方法

備考
年度

態様 番号 件数 件名 件数
金額

（Ｃ）=（Ａ）-（B）

前年7月31日ま
での処理済額 

(D)

前年7月31日
現在の

処理未済額 

既往1年間の
処理済額 

(F)
処理の
種類

処理済額計
（G）=(D)+(F )

件数
未済額

（H）＝（Ｃ）-（G）

元号 年数 (E)=(C)-(D) 合計 （内訳）

　

　

年度合計

　

　

年度合計

　

　

年度合計

総合計

備考
１ 「検査報告の掲記状況」欄の記載は、次によること。
(ア) 「態様」欄には、検査報告に掲記された予算経理、保険料、工事その他の態様を記載すること。
(イ) 「件名」欄には、検査報告に太字で掲記されている見出しを記載すること。
２ 「指摘金額（Ａ）」欄には、検査報告に不当として掲記されている金額（補助金、貸付金等国の援助に係るものについては当該国の支出金相当額）を記載すること。
３ 「（Ａ）のうち是正の方途がないもの（Ｂ）」欄には、事案の性質上指摘金額の全部又は一部について是正の方途がないと認められる金額を記載すること。
４ 「是正処理状況」欄の記載は、次によること。

　(ア) 　各処理済額欄には、是正処理の最終執行機関における処理済額を記載することとし、金銭により是正処理を行う場合には収納又は支払をしたときをもって当該収納済額又は支払済額を、金銭によらず手直し
工事等により是正処理を行う場合には、その処理が完結したときをもって当該処理に係る指摘金額の全額を計上すること。なお、検査報告作成後の事情により、是正処理の着手前又は処理遂行中に債権等の額
の全部又は一部について減額処理を行った場合には、その原因を具体的に「備考」欄に記載すること。

(イ) 　「既往1年間の処理済額（Ｆ）」欄の「合計」欄には処理済の総額を記載する。2種類以上の「処理の種類」がある場合には、是正処理の種類ごとに行を別とし、その内訳額を「（内訳）」欄に記載するとと
もに、すべての行の「府省等又は団体名」欄及び「検査報告の掲記状況」欄に記載すること。

(ウ) 　「処理の種類」欄には、下記の選択肢から該当するものを選択すること。なお、1件について2種類以上の是正処理を行った場合は、「既往1年間の処理済額（Ｆ）」欄と同じ行にそれぞれの「処理の種類」を
記載すること。
　1収納（保険料、租税等の徴収不足）、2支払（保険料、租税等の徴収過大）、3収納（補助金、保険給付金等）、4収納（不正行為）、5工事（手直し等）、6減額調定（事由を具体的に「備考」欄に記載する
こと。）、7不納欠損（事由を具体的に「備考」欄に記載すること。）、8その他（具体的に「備考」欄に記載すること。）、0「既往1年間の処理済額（Ｆ）」欄に該当がないもの

(エ) 　直近の検査報告掲記事項については、前年7月31日以前に是正処理されたものについても、「前年7月31日までの処理済額（Ｄ）」欄に記載せずに「既往1年間の処理済額（Ｆ）」欄に記載すること。
(オ) 　延滞金、加算金等元本に付帯する債権に充当されたものについては、これを是正処理済額に含めないこと。
５ 「今後行うべき是正処理の方法」欄には、下記の選択肢から該当するものを選択すること。

　1収納（保険料、租税等の徴収不足）、2支払（保険料、租税等の徴収過大）、3収納（補助金、保険給付金等）、4収納（不正行為）、5その他（「手直し工事」等、具体的に「備考」欄に記載すること。）、
0是正処理が完了したもの

６ 本表は年度順（年度の古い順）に記載し、各年度の末尾に府省等又は団体別の年度合計額を記載し、全体の末尾に府省等又は団体別の総合計額を記載すること。
７ 本表は、府省等又は団体別にそれぞれ別葉とすること。



様式(2 )　是正の方途がないと認められるものの一覧表
府省等又は団体名

（単位：円）

府省等
又は

団体名

検査報告の掲記状況

指摘金額
（Ａ）

（Ａ）のうち是正の
方途がないもの

（Ｂ）
是正の方途がないと認められるとした理由及び再発防止のために講じた具体的な措置

年度
態様 番号 件数 件名

元号 年数

計

備考
　１ 直近の検査報告に掲記されている事案のうち、（１）の表の「（Ａ）のうち是正の方途がないもの（Ｂ）」欄に該当がある場合に作成すること。
　２ 「府省等又は団体名」、「検査報告の掲記状況」、「指摘金額（Ａ）」、「（Ａ）のうち是正の方途がないもの（Ｂ）」の各欄は、( 1)の表から転記すること。
　３ 本表は、府省等又は団体別にそれぞれ別葉とすること。



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

様式(3)　是正処理未済状況表
府省等又は団体名

（単位：円）

府省等
又は

団体名

検査報告の掲記状況

是正処理未済状況
債務者等の現状

債務者等
の人数等

債務者等の現状別の
既往1年間の

返還等額 是正のため執った処置 備考年度
態様 番号 件数 件名

元号 年数 件数 未済額合計 （内訳） 合計 （内訳）

年度合計

年度合計

総合計

備考
１ (1)の表の「是正処理未済状況」欄に該当がある場合に作成すること。

　２ 「府省等又は団体名」、「検査報告の掲記状況」及び「是正処理未済状況（未済額合計）」の各欄は、(1)の表から転記すること。
　３ 「是正処理未済状況」、「債務者等の現状」、「債務者等の人数等」、「債務者等の現状別の既往1年間の返還等額」及び「是正のため執った処置」の各欄は、債務者等が複数である場合な

ど、2種類以上の「債務者等の現状」がある場合には、債務者等の現状ごとに行を別とし、「是正処理未済状況」及び「債務者等の現状別の既往1年間の返還等額」については、債務者等の現状
ごとの内訳額を「（内訳）」欄に記載するとともに、すべての行の「府省等又は団体名」欄及び「検査報告の掲記状況」欄に記載すること。

　４ 「債務者等の現状」欄には、7月3 1日現在の状況について下記の選択肢から該当するものを選択すること。
　1分納中（既往1年間に納付された場合に限る。また、延滞金、加算金等元本に付帯する債権に充当され、元本が減少していない場合も含め、その額を備考欄に記載すること。）、2工事中
（手直し等）、3所在不明（1に該当するものを除く。）、4収監中（1に該当するものを除く。）、5係争中（1に該当するものを除く。）、6無資力（1～5に該当するものを除く。）、7その他
（具体的に「備考」欄に記載すること。）

　５ 「債務者等の人数等」欄には、債務者等の現状ごとに当該是正処理未済額における債務者等の人数等を記載すること。
　６ 「債務者等の現状別の既往1年間の返還等額」欄には、債務者等の現状別に既往1年間に国等に対し金銭をもって是正処理を行った過大交付額に係る返還額、徴収不足額に係る支払額等を記載す

ること。ただし、延滞金、加算金等元本に付帯する債権に充当されたものについては本欄には含めないこと。
　７ 「是正のため執った処置」欄には、是正処理の完結していないものについて、次の事項を記載すること。

(ア) 　債権保全処置の状況及び今後の回収見込み
(イ) 　国の債権の管理等に関する法律等の規定により履行延期の特約、徴収停止等をしたものについてはその旨並びに処置年月日、根拠法令等の該当条文及び金額
(ウ) 　その他是正のための処置を講じたものについては、その状況

　８ 本表は年度順（年度の古い順）に記載し、各年度の末尾に府省等又は団体別の年度合計額を記載し、全体の末尾に府省等又は団体別の総合計額を記載すること。
　９ 本表は、府省等又は団体別にそれぞれ別葉とすること。
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